
 

 

 

 

吉川市事業者等に対する 

原油等価格高騰対策支援金（第５弾） 

申請要領 

（R8.9.16 初版） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】　　　 

吉川市役所　産業振興部　商工課　商工観光係 

住　所：〒３４２－８５０１ 

　　　　　埼玉県吉川市きよみ野１－１ 

電 　 話：０４８－９８２－９６９７（直通） 

F A X：０４８－９８１－５３９２ 

メール：syoukou2@city.yoshikawa.saitama.jp 

＜市 HP＞ 

検索フォームから検索 

 

 

　または右記二次元コードを読み取り 

　※様式等は市 HP、二次元コードから取得できます

吉川市　原油等価格高騰対策支援金
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１ 補助金の目的 

　原油や光熱費などの価格高騰の影響を受けている市内中小企業及び個人事業主等に

対し燃料及び電力等に係る経費の一部を支援することにより影響緩和を図るもの。 

 

２ 給付対象者要件 

（１）市内に住所又は事業所を有する事業者等（※１）であること。 

（２）市税等(個人市民税、個人県民税、法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自

動車税及び国民健康保険税)を滞納していない事業者等であること。 

（３）令和８年９月１日より前に事業を開始した事業者等であること。 

（４）今後も事業継続の意思がある事業者等であること。 

 

　※１「事業者等」とは次のいずれかに該当する方を指します。 

　①中小企業基本法第２条に規定する中小企業者又は小規模企業者（個人事業主を含む） 

②中小企業等協同組合法第３条に規定する中小企業等協同組合 

 

上記に掲げるもののほか、一般社団法人、医療法人、特定非営利活動法人なども該当し

ます。 

 

３ 不給付要件 

「２給付対象者要件」の該当にかかわらず、次に掲げる事項のいずれかに該当する事業

者等に対しては、支援金を給付できません。 

（１）本支援金の給付を受けた事業者等（１事業者１回のみの申請） 

（２）その他市から同様の趣旨を有する他の補助金※の交付対象となっている事業者等 

　　　※①令和７年度吉川市公共交通事業継続支援金 

②吉川市福祉施設等事業継続支援金（第５回） 

→障がい者福祉施設、高齢者福祉施設、幼児教育・保育施設が該当 

③農業者緊急支援金 

（３）農業協同組合法に規定する農業者及び農事組合法人 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員又は吉川市暴力団排除活動推進条例第３条第２項に規定する暴力団関係者が

関与している事業者等 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性風

 

業種

中小企業者 

（下記のいずれかを満たすこと）
小規模事業者

 資本金の額又は

出資の総額

常時使用する従

業員の数

常時使用する

従業員の数

 ❶製造業、建設業、運輸業、

その他の業種 

（下記の❷～❹を除く）

３億円以下 300 人以下 20 人以下

 ❷卸売業 １億円以下 100 人以下 5 人以下

 ❸サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 5 人以下

 ❹小売業 5,000 万円以下 ５０人以下 5 人以下
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俗関連特殊営業を営む事業者等 

（６）宗教法人法第２条に規定する宗教団体 

（７）政治資金規正法第３条第１項に規定する政治団体 

（８）上記に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める事業者等 

４ 対象経費と支援金額 

（１）対象経費 

令和８年１月から令和８年１２月までのうち任意の１か月間の期間における光熱費

（電気代、ガス代）、燃料費（ガソリン、軽油等）の合計額（税込） 

※燃料費には、エンジンオイルやタイヤの交換代、車検費用などは含まれません。 

（２）支援金額 

上記対象経費の合計額を基準とし、以下の表のとおり支援金を給付します。 

５ 提出書類　 

＜申請書兼請求書＞ 

　申請の受付は令和８年１０月５日（月）～令和９年２月１５日（月）までとなります。

期日までに申請書兼請求書（様式第１号）と併せて、以下の書類を商工課へ直接、又は

郵送（必着）でご提出ください。なお、郵送による申請は当日の窓口申請受付後に受理

します。※予算上限に達した場合、予告なく受付を終了いたします。 

※1　税理士等の確認（署名または記名押印）があれば帳票類は省略可とします。 

※2　勘定元帳やレシート等の写しを提出する場合は、余白に社名及び代表者名を署名

または記名押印をいただきます。 

※3　確定申告書や青色申告決算書の写しを提出する場合、受付印や電子申告の場合の

 

必要書類 備考

 

申請書兼請求書（様式第１号） ○

申請者の押印必須 

※押印には認印を使用 

（法人の場合は角印）

 

経費を確認できる書類（勘定元帳、ﾚｼｰﾄ等の写し） △※1,2
税理士等からの確認（署名また

は記名押印）があれば省略可

 

市内に住所又は事業所を有することが分かる書類 ○※3
営業許可書、確定申告書、登記

簿　など（写しで可）

 市税等を完納していることを証する書類（納税証

明書等）
△※4

市内に登記がある法人、市内在

住者は添付不要

 

振込先口座が確認できる書類 ○※5
通帳の１、２ページ目の写し(ふ

りがな等を確認します)

  対象経費 経費の合計額（税込） 支援金額

 ① ・電気代 
・ガス代（都市ガス、プロパン等） 
・燃料費（ガソリン、軽油等）

３万円以上２０万円未満 ２.５万円

 ② ２０万円以上５０万円未満 ５万円

 ③ ５０万円以上 １０万円
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受信通知は不要です。 

※4　商工課で収納状況の確認をしますので、添付不要です。ただし、個人事業主で市外

在住の場合は、お住まいの市区町村で納税の完納を証明できる書類を取得してくだ

さい。 

※5　通帳が無い口座の場合は、ふりがな等が確認できるインターネット上の画面の写しでも可。  

６ 手続きの流れ 

７　その他注意点 

（１）当該支援金に係る書類等は５年間保存してください。 

（２）予算の範囲内での実施となります。上限に達した場合は、予告なく受付を終了し

ますのであらかじめご了承ください。 

（３）支援金支給後、申請や報告内容に虚偽であることが判明した際は、給付決定を取

り消し、支援金の返還を請求します。 

（４）提出書類は返却しないため、あらかじめコピーを取る等のご対応をお願いいたします。  

８　Ｑ＆Ａ集 

Q1　本支援金の目的は 

　原油や光熱費などの価格高騰の影響を受けている市内中小企業及び個人事業主等に

対し燃料及び電力等に係る経費の一部を支援することにより影響緩和を図るものです。 

 

Q2　本支援金の対象者は 

　市内に住所又は事業所を持つ中小企業（個人事業主等を含む）が対象となります。ま

た、一般社団法人や医療法人、特定非営利活動法人なども対象となります。 

※P1 の「給付対象者要件」参照 

 事業者（申請者） 商工課 備考

  

①申請書兼請求書提出 

 

 

④振込状況確認

 

内容審査 

 

↓ 

②給付決定通知 

③口座振り込み 

 

申請書の提出期限は 

R9.2.15 までです。 

 

給付の手続きから入金まで

に２週間から１か月程度要

しますのでご了承くださ

い。 

 

③通知確認 ②不給付決定通知書

 

内容審査の結果不給付とな

った場合。 

 
⑥通知確認 

支援金の返還

 

⑤返還通知書 
申請に偽り、その他不正が

認められた場合。
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Q3　対象外となる事業者は 

　市から同様の趣旨を有する他の補助金の交付対象となっている事業者等（令和７年度

吉川市公共交通事業継続支援金、吉川市福祉施設等事業継続支援金（第５回）、農業者緊

急支援金等の補助対象者となっている事業者）及び、農業者（農業法人を含む）は対象

外となります。※P1 の「不給付要件」参照 

 

Q4　対象経費および支援金の金額は 

　令和８年１月から令和８年１２月までのうち任意の１か月間の期間における経費の

合計額（税込）に応じ、以下のとおり支援金を給付 

※燃料費には、エンジンオイルやタイヤの交換代、車検費用などは含まれません。 

 

Q5-1　対象経費は、どのような書類で確認するのか 

　各事業者で保管している勘定元帳、レシート、請求書、領収書等により、対象経費の

内容、金額及び対象となる月を確認します。 

　 

Q5-2　対象経費は、どの月の経費として申請すればよいか 

　対象経費の種類や提出書類の内容に応じて、それぞれ対象となる月を判断します。 

【電気代・ガス代】 

次の順により判断します。 

① 請求書等に「○月分」と記載されている場合 

　　→ その月 

② 「○月分」の記載がなく、検針日又は締日が確認できる場合 

　→ 検針日又は締日の属する月 

③ ①及び②で判断できず、利用期間が確認できる場合 

　　→ 利用期間の末日の属する月 

【ガソリン代・軽油代・重油代等】 

レシート、領収書等に記載された購入日の属する月とします。 

 

Q5-3　請求日が 8 月、電気料金の請求書に「7 月分」と記載されており、実際の支払い

が 9月の場合、どの月の経費になるか 

　7 月分の経費として取り扱います。請求書等に「○月分」と記載されている場合は、

請求日や支払日にかかわらず、その月を対象月とします。 

 

  対象経費 経費の合計額（税込） 支援金額

 

①

・電気代 
・ガス代（都市ガス、プロパン等） 
・燃料費（ガソリン、軽油等）※

３万円以上２０万円未満 ２.５万円

 

② ２０万円以上５０万円未満 ５万円

 

③ ５０万円以上 １０万円
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Q5-4　電気料金の利用期間が「6月 23 日から 7月 23 日まで」で、請求書に「7月分」と

記載されている場合、どの月の経費になるか 

　7 月分の経費として取り扱います。利用期間が複数の月にまたがっている場合でも、

請求書等に「○月分」と記載されている場合は、その月を対象月とします。月ごとの日

数による按分は必要ありません。 

 

Q5-5　勘定元帳には支払日や計上日しか記載されておらず、「○月分」が分からない場合

は 

　請求書等により「○月分」を確認できる場合は、原則として「○月分」により判断し

ます。ただし、「○月分」を確認できる書類の提出が困難な場合は、勘定元帳に記載され

た支払日又は計上日の属する月の経費として取り扱います。 

 

Q5-6　レシートや領収書では「○月分」が分からない場合がある。どの月の経費として

申請すればよいか 

レシートや領収書により購入日又は支払日が確認できる場合は、その日の属する月の

経費として申請できます。なお、ガソリン代、軽油代、重油代等については、原則とし

て購入日の属する月の経費として取り扱います。 

 

Q5-7　電気代とガソリン代を同じ月の経費として合算できるか 

できます。それぞれの経費について対象となる月を判断し、その結果、同じ月に属す

る経費であれば合算することができます。 

【例】 

・電気料金の請求書に「8月分」と記載されている。 

・ガソリンを 8月 20 日に購入し、そのことがレシートで確認できる。 

→ いずれも 8月分の経費として合算できます。 

 

Q5-8　請求書、領収書、レシート、勘定元帳など、異なる種類の書類を提出する場合、

請求月や支払月などの基準をすべて統一する必要があるか 

すべての書類について、請求月、請求日又は支払月のいずれか一つに統一する必要は

ありません。それぞれの経費について、本 Q&A に定める方法により対象となる月を判断

し、その結果、同じ月に属する経費を合算してください。 
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【参考】対象月の考え方 

 

Q6　レシートなどの帳票を全て提出しなければならないのか 

　勘定元帳の写しは、帳票の添付が不要です。勘定元帳が無い場合は、任意で選んだ１

か月の帳票を全て提出いただく必要があります。 

 

Q7　帳票類を全て担当税理士等が保管している場合は 

　申請書兼請求書の中段にある担当税理士等の確認欄に署名または記名押印いただけ

れば、事実と相違ないと判断し、帳票類の添付を省略することができます。 

 

Q8　既に処分してしまった（確認ができない）経費は含められるか 

　含められません。ただし、勘定元帳に記載が有る場合や、担当税理士等によって確認

が取れている場合はこの限りではありません。 

 

Q9　市内に複数事業所を所有する場合、申請は何度も可能か 

　申請は１事業者につき１度となります。市内に複数事業所を所有する場合は、経費を

合算して支援金額を算出してください。ただし、市外店舗分については含めることがで

きません。なお、代表者が同一であっても別の法人格であれば、それぞれ申請すること

が可能です。 

 

 

 

 例示 対象月

 電気料金 

請求日：8月 1日 

請求書記載：7月分 

支払日：9月 10 日

７月分

 ガス料金 

「○月分」の記載なし 

検針日：8月 25 日

8 月分

 電気料金 

「○月分」の記載なし 

検針日・締日も不明 

利用期間：7月 15 日から 8月 14 日まで

8月分

 ガソリン 

購入日：8月 20 日
8 月分

 勘定元帳 

「○月分」が確認できる資料なし 

計上日：8月 31 日

8 月分

 電気料金：8月分　150,000 円 

ガソリン代：8月購入分　70,000 円

8 月分の対象経費は合

計 220,000 円
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Q10　市内に本店登記をしているが、市外に店舗（事務所、事業所）を構えている。当該

店舗の経費は対象か 

　対象となりません。本支援金の対象となる経費は市内にある店舗（事務所、事業所）

の経費のみが対象となります。 

 

Q11　最近廃業（あるいは近々廃業予定）したが、対象になるか 

　申請時点で既に廃業されている場合、または事業継続の意思がない場合は、対象外と

なります。 

 

Q12　申請はいつどのように行えばよいか 

　申請の受付期間は令和８年１０月５日（月）から令和９年２月１５日（月）までとな

ります。当該期間内に必要書類を揃えて商工課窓口へ持参するか、郵送（締切日必着）

にて送付してください。 

　申請期間中であっても、予算上限に達した場合は、予告なく受付終了となります。 

※開庁時間は午前９時から午後４時３０分。 

 

Q13　申請書兼請求書以外に必要な書類は 

　必要な添付書類は P2 の「５提出書類」を参照してください。 

 

Q14　どのように支援金は支給されるのか 

　指定口座へ振込みます。直接現金では給付致しません。 

 

Q15　申請から振込までの期間は 

　申請書受理後審査（おおむね１週間程度）を行い、給付決定日から１か月程度で振込

みます。※審査状況等によって前後する場合があります。 

　 

Q16　支援金の給付が分かる書類はあるか 

　決定通知書に給付金額を記載し送付します。なお、不給付の場合も通知いたします。 

 

Q17　本支援金は課税対象となるか 

　課税対象となります。なお、会計上の処理については税理士等とご相談ください。 

 

Q18　自宅兼事務所であり電気代やガス代に家庭分が含まれている場合は 

　確定申告と同様に、家事按分（事業に使用した割合を合理的な理由に基づき按分する

こと）により事業用の使用金額を算定してください。　また、家事按分をする際は、申

請書兼請求書の備考欄にその旨と割合を記載してください。 

 

Q19　家事按分する際の割合に決まりはあるか 

　本支援金制度においては、明確な割合はありません。ただし、家事按分をする際は、

合理的かつ根拠に基づいた経費計上でなければなりません。 
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Q20　電気代やガス代が家賃にすべて含まれている場合は対象となるか 

　対象となりません。賃貸借契約書内で電気代、ガス代が明記されていても、定額で家

賃あるいは共益費として支払いがされており、価格高騰による影響を当該部分では受け

ていないものとして取り扱います。 

 

Q21　電気代などの請求書に記載する契約者名や住所が申請事業者と異なる場合は 

　原則対象となりません。電気代、ガス代などの請求書に記載される契約者名は申請者

名であり、又、住所は市内事業所の住所である必要があります。ただし、申請者名と契

約者名が異なっている場合、申請書兼請求書の備考欄にその旨を記載いただき、合理的

な理由であると認められる場合は対象となります。 

 

Q22　ネットで閲覧できる電気代やガス代の使用量画面の写しを添付することで請求書

や検針票などの代わりとなるか 

　代用可能です。ただし、料金や使用量だけでなく、契約者名や住所が確認できる状態

であることが条件となります。 

 

Q23　最近、法人化しており、請求書等の宛名が現在の商号と異なるが対象となるか 

　税務署に提出する法人設立届出書などによって、法人化したことが分かる場合におい

て対象となります。 

 

Q24　令和８年８月３１日まで事業を営んでいたが廃業し、令和８年９月１日以降に新

たに事業を開業した場合対象となるか 

　新たに事業を開始した日が９月１日以降の場合は対象外となります。 

 

Q25　個人事業主で、創業地は吉川であるが主な作業場は市外であるが対象となるか 

　吉川市内で生じた費用については対象となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

 

様式第１号(第６条関係)  

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付申請書兼請求書 

年　　月　　日　 

　（宛先）吉川市長 

（法人にあっては、本社の所在地）所 在 地　吉川市きよみ野1-1 

商号・屋号　株式会社なまずの里 

（ 法 人 に あ っ て は 、 代 表 者 の 職 ・ 氏 名 ）代表者名　代表取締役　吉川太郎　印 

電話番号　048-982-000 

　吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）の給付を受けたいので、

(1)誓約事項に同意の上、下記のとおり必要書類を添えて申請するとともに、給付決定が

あったときは、指定口座への振込みの方法により請求します。 

記 

（以下、担当確認欄） 

 

(1)誓約事項

・申請書に記載した事項及び添付書類に偽りはありません。 

・虚偽の申請であることが判明した場合には、支援金を返還します。 

・本申請に係る書類等は５年間保管し、請求されたときは速やかに提出

します。 

・申請日時点で事業を行っており、今後も引き続き事業を継続します。 

・要綱第５条各号に掲げる事業者等に該当しません。 

・本申請に係る審査のために、職員が市税等の納付状況を照会すること

に同意します。

 (2)経費合計

額

月 光熱費 燃料費 合計

 
１１月 ３５，６００円 ５４，５６０円 ９０，１６０円

 税理士等 

確認欄

上記内容について、事実に相違ありません。 

　　　税理士法人○○○○　　　印

 
(3)請求額 金　　　　　　　　　　　　円

 

(4)振込先

金融機関名 ○○銀行 支店名 ××支店
 

種別 普通☑・当座□ 口座番号 １ １ １ １ １ １ １

 
フリガナ カ）ナマズノサト

 
口座名義人 (株)なまずの里

 

備考欄
・自宅兼事務所のため電気代及びガス代家事按分（事務所面積率５０％） 

・代表個人宅であるため、電気代等の契約者名は代表者の個人名

 法人名ふりがな 業種

 代表者名ふりが

な

捨印を忘れずに！
代
表
取

締
役
印

９ 記入例

代
表
取

締
役
印

請求額は空欄とすること

申し送りは備考欄に記載

代
表
社

員
之
印

角印や実印を押印
署名又は記名

押印

【法人の場合】 

所在地：市内事業所の住所 

氏　名：社名、代表の役職、氏名を必ず記入 

押　印：角印 

【個人事業主の場合】 

所在地：代表の自宅住所 

氏　名：屋号と代表の氏名を記入 

押　印：認印

電気代、ガス代の 

合計額を記入

＜例の場合の支援金額＞ 

合計額：９０，１６０円 

基準：２０万円未満 

↓ 

支援金額：２５，０００円 
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　レシート等添付資料が多数ある場合には台紙をご利用ください。金額、発行日等が

確認できるものであれば、様式は問いません。 

 

 

 生年月日 ※個人事業主の場合のみ
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　吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付要綱 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、原油等の価格高騰により影響を受けている事業者等に対し、予

算の範囲内で原油等価格高騰対策支援金（第５弾）（以下「支援金」という。）を給

付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条　この要綱において「事業者等」とは、次の各号のいずれかに該当するものを

いう。 

(1) 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者又は

小規模企業者 

(2) 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業

等協同組合 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認めるもの 

２　この要綱において「経費」とは、事業のために使用した光熱費（電気代、ガス代

等をいう。）、燃料費（ガソリン代、軽油代、重油代等をいう。）又はその両方を

いう。 

　（給付対象者） 

第３条　この支援金の給付対象となる者は、次に掲げる全ての要件に該当する事業者

等とする。 

　(1) 市内に住所又は事業所を有する事業者等であること。 

　(2) 市税等（個人市民税、個人県民税、法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽

自動車税及び国民健康保険税をいう。以下同じ。）を滞納していない事業者等で

あること。 

　(3) 令和８年９月１日前に事業を開始した事業者等であること。 

　(4) 今後も事業継続の意思がある事業者等であること。 

　（不給付要件） 

第４条　前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業者等に対して

は、支援金を給付しない。 

　(1) この要綱の規定による支援金を受けた事業者等 

　(2) 市から同様の趣旨を有する他の補助金の交付対象者となっている事業者等 

　(3) 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に規定する農業者及び農事組合

法人 

　(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員又は吉川市暴力団排除活動推進条例（平成２４年

吉川市条例第１９号）第３条第２項に規定する暴力団関係者が関与している事業

者等 

　(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む事業者等 

　(6) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体 

　(7) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団

体 

　(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める事業者等 
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（支援金の額） 

第５条　支援金の額は、次の各号に掲げる令和８年１月分から令和８年１２月分まで

のうち任意の１月の期間における経費の合計額（以下「経費合計額」という。）の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

　(1) 経費合計額が３０，０００円以上２００，０００円未満の場合　２５，０００　　　

円 

　(2) 経費合計額が２００，０００円以上５００，０００円未満の場合　５０，００

０円 

　(3) 経費合計額が５００，０００円以上の場合　１００，０００円  

（支援金の給付申請） 

第６条　支援金の給付を受けようとする事業者等は、吉川市事業者等に対する原油等

価格高騰対策支援金（第５弾）給付申請書兼請求書（様式第１号。以下「申請書」

という。）を市長が定める期日までに提出しなければならない。 

２　申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

　(1) 経費を確認できる書類 

　(2) 市内に住所又は事業所を有し、事業を営んでいることを証する書類 

　(3) 市税等を完納していることを証する書類 

　(4) 振込先口座が確認できる書類 

　(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

　（支援金の給付決定） 

第７条　市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、支援金の給付の可否を決定するものとする。 

２　市長は、前項の規定により支援金の給付を決定したときは、速やかに支援金を申

請者に給付するものとする。 

３　市長は、第１項の規定により支援金の給付の可否を決定したときは、吉川市事業

者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付・不給付決定通知書（様式

第２号）により、申請者に通知するものとする。 

　（支援金の給付決定の取消し等） 

第８条　市長は、支援金の給付決定を受けた申請者が、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、支援金の給付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第４条各号に掲げる事業者等に該当すると認めるとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により支援金の給付決定を受けたと認めるとき。 

２　市長は、前項の規定により、支援金の給付決定を取り消したときは、既に給付し

た支援金の全部又は一部の返還を求めるものとする。 

３　前項の規定により支援金の返還を求められた事業者等は、市長が指定する期日ま

でに当該支援金を返還しなければならない。 

（報告等） 

第９条　市長は、必要があると認めるときは、支援金の給付決定を受けた事業者等に

対して報告させ、又は関係書類その他の物件を提出させることができる。 

（帳簿等の整備及び保管） 

第１０条　支援金の給付を受けた事業者等は、当該支援金の給付に係る証拠書類を整

備しておかなければならない。 

２　前項の証拠書類は、支援金の給付を受けた日の属する会計年度の翌会計年度から
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５年間保管しなければならない。 

（補則） 

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

　　　附　則 

この告示は、公布の日から施行する。 
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様式第１号(第６条関係)  

吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）給付申請書兼請求書 

年　　月　　日　 

　（宛先）吉川市長 

（法人にあっては、本社の所在地）所 在 地 

商号・屋号 

（ 法 人 に あ っ て は 、 代 表 者 の 職 ・ 氏 名 ）代表者名　　　　　　　　　　　　　　印 

電話番号 

　吉川市事業者等に対する原油等価格高騰対策支援金（第５弾）の給付を受けたいので、

誓約事項に同意の上、下記のとおり必要書類を添えて申請するとともに、給付決定があ

ったときは、指定口座への振込みの方法により請求します。 

記 

（以下、担当確認欄） 

 

(1)誓約事項

・申請書に記載した事項及び添付書類に偽りはありません。 

・虚偽の申請であることが判明した場合には、支援金を返還します。 

・本申請に係る書類等は５年間保管し、請求されたときは速やかに提出

します。 

・申請日時点で事業を行っており、今後も引き続き事業を継続します。 

・要綱第４条各号に掲げる事業者等に該当しません。 

・本申請に係る審査のために、職員が市税等の納付状況を照会すること

に同意します。

 

(2)経費合計

額

月 光熱費 燃料費 合計

  

円

 

円

 

円

 税理士等 

確認欄

上記内容について、事実に相違ありません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 
(3)請求額 金　　　　　　　　　　　　円

 

(4)振込先

金融機関名 支店名

 
種別 普通□・当座□ 口座番号

 
フリガナ

 
口座名義人

 

備考欄

 法人名ふりがな 業種

 代表者名ふりが

な

 生年月日 ※個人事業主の場合のみ

捨
印 


